
(単位　千円）

前年同期比
補正前の額 補　正　額 計 増　　　減

（％）

一 般 会 計 132,315,062 2,766,424   135,081,486 △ 3.6

－ 国 民 健 康 保 険 事 業 35,365,935 －          35,365,935 1.1

－ 後 期 高 齢 者 医 療 事 業 5,903,912 －          5,903,912 4.9

－ 介 護 保 険 事 業 33,207,905 －          33,207,905 3.1

－ 公 共 駐 車 場 事 業 108,596 －          108,596 19.3

－ 外崎土地区画整理事業 117,882 －          117,882 151.4

－
母 子 父 子 寡 婦
福 祉 資 金 貸 付 事 業

10,319 －          10,319 △ 42.7

74,714,549 －          74,714,549 2.4

－ 病 院 事 業 28,949,161 －          28,949,161 1.2

－ 水 道 事 業 9,632,072 －          9,632,072 △ 7.4

－ 下 水 道 事 業 15,556,684 －          15,556,684 △ 1.3

54,137,917 －          54,137,917 △ 1.2

261,167,528 2,766,424   263,933,952 △ 1.5

令和5年度　12月補正予算(案)概要(追加分)

総　　 括 　　表

議案
番号

会　計　区　分

101

特　別　会　計　（計）

企　業　会　計　（計）

合　　　　　　　計
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(単位　千円）

補正前の額 補　正　額 計 構　成　比
（％）

1 市 税 52,100,000 52,100,000 38.6

2 地 方 譲 与 税 949,902 949,902 0.7

3 利 子 割 交 付 金 18,000 18,000 0.0

4 配 当 割 交 付 金 410,000 410,000 0.3

5 株式等譲渡所得割交付金 260,000 260,000 0.2

6 法 人 事 業 税 交 付 金 950,000 950,000 0.7

7 地 方 消 費 税 交 付 金 9,000,000 9,000,000 6.7

8 自 動 車 取 得 税 交 付 金 1 1 0.0

9 環 境 性 能 割 交 付 金 260,000 260,000 0.2

10 地 方 特 例 交 付 金 479,166 479,166 0.4

11 地 方 交 付 税 15,275,476 15,275,476 11.3

12 交通安全対策特別交付金 54,000 54,000 0.0

13 分 担 金 及 び 負 担 金 702,761 702,761 0.5

14 使 用 料 及 び 手 数 料 1,748,543 1,748,543 1.3

15 国 庫 支 出 金 24,335,241 2,744,756   27,079,997 20.1

16 県 支 出 金 10,237,939 21,668      10,259,607 7.6

17 財 産 収 入 309,998 309,998 0.2

18 寄 附 金 133,248 133,248 0.1

19 繰 入 金 2,544,342 2,544,342 1.9

20 繰 越 金 5,184,199 5,184,199 3.8

21 諸 収 入 2,734,346 2,734,346 2.0

22 市 債 4,627,900 4,627,900 3.4

132,315,062 2,766,424   135,081,486 100.0

令和5年度12月一般会計歳入歳出補正予算(案)(追加分)

歳　　　　　　　　入

款　　　　　　　別

歳　　入　　合　　計
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(単位　千円）

補正前の額 補　正　額 計 構　成　比
（％）

1 議 会 費 596,586 596,586 0.5

2 総 務 費 7,335,048 7,335,048 5.4

3 民 生 費 57,342,643 2,766,424   60,109,067 44.5

4 衛 生 費 10,815,870 10,815,870 8.0

5 労 働 費 110,407 110,407 0.1

6 農 林 水 産 業 費 206,984 206,984 0.2

7 商 工 費 2,667,521 2,667,521 2.0

8 土 木 費 8,832,350 8,832,350 6.5

9 消 防 費 4,094,176 4,094,176 3.0

10 教 育 費 10,185,726 10,185,726 7.5

11 公 債 費 10,246,020 10,246,020 7.6

12 諸 支 出 金 19,871,731 19,871,731 14.7

13 予 備 費 10,000 10,000 0.0

132,315,062 2,766,424   135,081,486 100.0歳　　出　　合　　計

歳　　　　　　　　出

款　　　　　　　別
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　一般会計

令和５年度　１２月補正予算案内訳（追加分）

（単位　千円）

15 国庫支出金 2,744,756

○物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 2,744,756

16 県支出金 21,668

○保育所等給食費軽減対策支援金補助金 21,668

歳 入 合 計 2,766,424

歳　　　　　　　　　　　　　　入

款 科　　目　　及　　び　　主　　な　　財　　源　　内　　訳 補　正　額

- 4 -



（単位　千円）

款 項 目

３ 民生費

３ １ 社会福祉費

３ １ ２ 障害者援護費

○(臨)障害福祉サービス事業所（訪問等）

光熱費高騰対策支援金 456 国 456

３ １ ６ 臨時特別給付金支給事業費

○(臨)電力・ガス・食料品等価格高騰

重点支援給付金（追加分）支給事業 2,725,760 国 2,725,760

・時間外勤務手当

・消耗品費

・印刷製本費

・通信運搬費

・手数料

・口座振込手数料

・価格高騰重点支援給付金（追加分）

給付事務委託料

・価格高騰重点支援給付金（追加分）

システム構築業務委託料

・価格高騰重点支援給付金（追加分）

３ ２ 老人福祉費

３ ２ ４ 高齢者の生きがいと健康づくり推進事業費

○(臨)介護サービス事業所（訪問等）

光熱費高騰対策支援金 5,280 国 5,280

30,000

2,660,000

障害福祉サービス事業所(訪問系、相談系)に対する光熱費の
価格高騰に係る支援金について対象期間を延長するもの

介護サービス事業所(訪問系、相談系)に対する光熱費の価格
高騰に係る支援金について対象期間を延長するもの

物価高騰の影響が大きい低所得世帯を支援するため住民税非
課税世帯に1世帯あたり7万円を給付

3,284

150

450

10,005

1,020

4,356

16,495

歳　　　　　　　　　　　　　　出

科　目
主　　　な　　　事　　　業　　　内　　　訳 補 正 額

特定財源

2,766,424

2,726,216

456

2,725,760

5,280

5,280

- 5 -



（単位　千円）

款 項 目

歳　　　　　　　　　　　　　　出

科　目
主　　　な　　　事　　　業　　　内　　　訳 補 正 額

特定財源

３ ３ 児童福祉費

３ ３ ４ 乳幼児期教育保育費

○(臨)保育園等給食食材高騰対策事業 34,606 国 12,938

県 21,668

・私立保育園運営補助金

・認定こども園運営補助金

・小規模保育事業運営補助金

・認可外保育施設運営補助金

○(臨)認可外保育施設運営補助金 322 国 322

（単位　千円）

款 項

電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金（追加分）支給事業

時間外勤務手当

消耗品費

印刷製本費

通信運搬費

手数料

口座振込手数料

価格高騰重点支援給付金（追加分）給付事務委託料

価格高騰重点支援給付金（追加分）

システム構築業務委託料

価格高騰重点支援給付金（追加分）

繰越明許費の設定

事　　　　業　　　　名 金　　　　額

３ 1

500

100

150

3,002

1,020

1,307

30,000

16,495

798,000

認可外保育施設に対する光熱費の価格高騰に係る補助金に
ついて対象期間を延長するもの

21,286

6,375

4,845

2,100

給食食材等の高騰に伴い、保護者への負担を軽減するため、
私立保育園等の食材購入費に対する補助について対象期間
を延長するもの

34,928

34,928

歳 出 合 計 2,766,424

- 6 -


